
 
事 務 連 絡 

令和４年３月８日 

附属学校を置く各国立大学施設主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課 

各都道府県教育委員会施設主管課     

各政令指定都市教育委員会施設主管課 

構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を 

受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課 

 

 

 

 

文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部施設企画課 

 

                                 

 

 

「新しい時代の学びの環境整備 先導的開発事業」の募集について（依頼） 

 

 

 

文部科学省では、令和３年１月より、有識者会議を設置し、新しい時代の学びを実

現するための学校施設の在り方について検討を進めています。これを踏まえ、新しい

時代の学びを実現する施設環境の整備モデルを構築するため、昨年に引き続き、最新

の知見等も踏まえた先導的なモデル研究（委託事業）を下記の通り実施するべく、必

要な経費を令和４年度予算案に盛り込んでいるところです（別添参照）。 

今後、実施要項等必要な資料を作成し、令和４年３月頃に、事業実施を希望する学

校設置者等を募集する予定ですので、現在、学校施設の整備を構想中（令和６年度以

降に新増改築若しくは長寿命化改良事業等の大規模改修又は部分的な教室空間の整

備を予定しており、令和４年度に基本計画等を策定予定である学校を想定）の設置者

におかれては、積極的に本委託事業への応募を御検討いただけますようお願いしま

す。 

  また、このことについて、各都道府県教育委員会におかれては域内の市区町村教育

委員会等に対して、また、各都道府県におかれては所轄の学校法人等に対して、構造

改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体におかれては、所轄の学

校設置会社に対して、御周知くださるようお願いします。 

 

記 

 

１．事業名  新しい時代の学びの環境整備 先導的開発事業 

 

２．予算額  令和４年度予算案 14,403 千円 

 

３．採択予定件数 ２～３件程度を想定 

 ※ 予算の範囲内で事業が有益であると認められる場合はその限りではない。 

御中 



 
※ 既存施設の改修と新築を同数程度採択予定。 

 

４．公募対象   

（1） 国公私立の小中学校の設置者 

（2）（1）以外の法人（特定非営利活動法人、民間企業等） 

    ※（2）の場合、計画策定の対象校の学校設置者と連携して実施 

 

５．テーマ 

以下の視点（例）を踏まえた新たな学校施設モデル研究を募集 

・個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた、柔軟で創造的な学習空

間の整備 

・新しい生活様式を踏まえた、健やかな学習・生活空間の整備 

・地域や社会と連携・協働し、ともに創造する共創空間の整備 

・子供たちの生命を守り抜く、安全・安心な教育環境の整備 

・脱炭素社会の実現に貢献する、持続可能な教育環境の整備 等 

※ 計画策定の対象としては、学校施設全体の整備モデルのみならず、部分的な教室空

間モデル（例えば、柔軟で創造的な教室空間づくりにフォーカスを当てた改修モデ

ルの検討、地域の人づくりや魅力向上のための共創空間にフォーカスを当てた整

備モデルの検討など）を扱った検討事例も委託事業の対象として扱う予定です 

 

６．スケジュール（予定） 

 令和４年３月中旬～４月中旬 公募 

 令和４年４月中旬～５月上旬 企画提案選定委員会 

 令和４年６月下旬   委託契約締結・事業開始 

 令和４年９月～１０月  中間報告 

 令和５年２月～３月   最終報告 

 

７．成果物 

 新しい時代の学びを実現する学校施設モデルの基本計画及びビジュアルイメージ

（学びのイメージ含む） 

 

【本件連絡先】 

                                        大臣官房文教施設企画・防災部 

施設企画課指導第一係 

                                         TEL：03-5253-4111（内線 2291） 

                       FAX：03-6734-3690 

                                         E-mail：shisetulead-1@mext.go.jp 



多様な学習活動を
支えることができるのは、

どのような創造的空間？

上記の諸課題をはじめとした新しい時代の学びを実現する施設環境を
発案・具体化する基本計画の策定を支援します
また、学校施設全体の整備モデルのみならず、
部分的な教室空間モデルを扱った検討にも支援します※

※ 例えば、柔軟で創造的な教室空間づくり、地域の人づくりや魅力向上のための共創空間にフォーカスを当てた改修・整備モデルの検討など

学校設置者は、コンサルタント等と連携し、
学校建築や学校教育の有識者、学校関係者、地域住民、
首長部局等を交えた協議会を設置し、
基本計画等の策定、計画・設計プロセスの整理を実施します

公募期間３月中旬～４月中旬を予定
＞＞詳細、問合せ先は次頁を参照ください！＞＞写真の出典：これからの小・中学校施設の在り方について

～児童・生徒の成長を支える場にふさわしい環境づくりを目指して～（平成31年3月）より
糸魚川市立糸魚川小学校ひすいの里総合学校

新しい時代の学びの環境整備

少人数学級、GIGAスクール構想、
新しい生活様式、

今のままの教室でいいの？

人口動態を踏まえると、
どのような施設を整備するのが、

ムダなく効果的？

令和４年度
文部科学省委託事業

新しい時代の学びの環境整備 先導的開発事業
Schools for the Future 

「未来思考」で実空間の価値を捉え直し、学校施設全体を学びの場として創造する

文部科学省が、検討を支援します!

２～３事例程度、選定予定！



令和４年度
文部科学省委託事業

新しい時代の学びの環境整備 先導的開発事業
Schools for the Future 

「未来思考」で実空間の価値を捉え直し、学校施設全体を学びの場として創造する

Society5.0時代として、社会の在り方が大きく変化しつつある中、子供た
ち一人一人を大切にし、また、お互いを尊重し、協働しながら問題を解決し
ていく資質・能力を育成することが、学校教育の大きな課題になっています。
こうしたなかで、「令和の日本型学校教育」の構築を目指し、全ての子供た
ちの可能性を引き出し、個別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実する
ための改革が求められています。

文部科学省では、新しい時代の学びを実現する施設環境の整備モデルを構
築するため、最新の知見等も踏まえた先導的なモデル研究を実施するべく、
必要な経費を予算案に盛り込んでいるところです。

１件あたり７百万円を上限に、合計で２～３件程度を想定しています。
※ 予算の範囲内で事業が有益であると認められる場合はその限りではない
※ 既存施設の改修と、新築で同数程度をイメージ

背景

予算

令和４年３月中旬から４月中旬にかけて、事業を実施する学校設置者等を募
集の予定。学校施設整備を構想中の設置者におかれては、積極的に本委託事業
への応募をご検討いただけますようお願いします。

募集

事業
内容

○ 学校設置者がコンサルタント等と連携し、学校建築や学校教育の有識者、学校関係者、地域住民、首
長部局等を交えた協議会を設置し、基本計画等の策定、計画・設計プロセスの整理を実施。
※文部科学省からもアドバイザー（学校建築、学校教育の専門家）等を紹介し派遣

○ 国は、本事業を通じて、新時代の学びを実現する学校施設の計画・設計事例を蓄積、横展開を図る。

（1）国公私立の小中学校等の設置者
（2）（1）以外の法人（特定非営利活動法人、民間企業等）

※（２）の場合、計画策定の対象校の学校設置者と連携して実施

以下の視点（例）を踏まえた新たな学校施設モデル研究を募集テーマ

公募
対象

成果物 新しい時代の学びを実現する学校施設モデルの基本計画
及びビジュアルイメージ
（計画した学校施設において、どのような新しい時代の
教育が可能となるのかという目指す学びの姿を含める）

学校設置者等

【協議会の設置】

成果の還元

文部科学省

・アドバイザー等の派遣と
ノウハウの提供

・基本計画策定を委託

事業の成果は、
事例として全国に横展開

(学校)

新時代の学びを実現する施設環境を検討

・個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた、
柔軟で創造的な学習空間の整備

・新しい生活様式を踏まえた、健やかな学習・生活空間の整備
・地域や社会と連携・協働し、ともに創造する共創空間の整備
・子供たちの生命を守り抜く、安全・安心な教育環境の整備
・脱炭素社会の実現に貢献する、持続可能な教育環境の整備 等

プロ
セス

申
請
・
採
択

採
択
後

申
請≫

採
択
・
キ
ッ
ク
オ
フ≫

中
間
報
告(

九-

十
月) ≫

 

最
終
報
告(

年
度
末) ≫

 

適
時
の
報
告

採択後、事業実施
者等を対象にキッ
クオフミーティン
グを開催。

基
本
計
画

学校施設環境改善
交付金等にて実施
設計や改修工事等
を支援。

国
と
し
て
も
Ｆ
Ｕ

○ 本モデル研究を
実施するための
協議会の設置・
運営に係る経費
を支援
（ワークショッ
プ等を通じ、新
時代の学びや具
体的な施設環境
について議論）

○ 新時代の学びを
実現する学校施
設モデルの基本
計画の策定及び
スケッチ作成に
係る経費を支援

委
託
対
象

実
施
設
計

工
事

1年目

2年目

3年目

本件連絡先：大臣官房文教施設企画・防災部施設企画課指導第一係 tel: 03-6734-2291  mail: shisetulead-1@mext.go.jp
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